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農村景観・自然環境保全再生パイロット事業
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１．助成対象活動 ・・・問１～問３

２．活動実施地域 ・・・問４～問８

３．助成対象団体 ・・・問９

４．助成対象経費 ・・・問10～問17

５．無償労務費 ・・・問18

６．手続き等 ・・・問19～問25



１．助成対象活動

（問１）農村特有の良好な景観形成の促進に資する活動（景観保全活

動）と農村の自然環境の保全・再生の推進にする活動（自然再

生活動）は、両方併せて実施しなければなりませんか？

（答）どちらか一方の活動を行えば支援の対象になります。景観保全活動

と自然再生活動は併せて行う必要はありません。いずれかの趣旨に沿

った活動であれば、事業を実施することができます。もちろん両方行

ってもかまいません。

（問２）作物を定着させることにより農村景観を守る活動をしていま

す。収穫した作物を利用した特産品を開発するためのニーズ調査

を考えていますが、この事業を活用できますか？

（答）できません。本事業では、農村景観を守るための作物の植栽につい

ては、景観保全活動に位置づけられ、支援の対象になりますが、特産

品の開発のためのニーズ調査は、本事業の助成対象になりません。

（問３）農地・水・農村環境保全向上対策の活動組織に参画しているの

ですが、パイロット事業の支援を受けることはできますか？

（答）農地・水・環境保全向上対策の共同活動の計画に位置付けた活動に

対し、本事業で支援することはできません（二重補助の禁止）。

ただし、共同活動の計画と別の活動であり、農地・水・農村環境保

全向上対策と無関係の活動であればこの限りではありません。



２．活動実施地域

（問４）事業実施可能な地域はどうすれば確認できますか？

（答）本事業の対象となる主な活動実施地域は、農業振興地域であって、

かつ（ア）、（イ）のいずれかに該当する地域です。

（ア）景観法に基づき定められた景観農業振興地域整備計画の区域

（イ）田園環境整備マスタープランに基づき設定された環境創造区域又は

環境配慮区域

活動地域がこれらに該当しているかどうかについては、関係市町村農

政関係課に問い合わせてください。

（問５）最近の市町村合併により誕生した新市町村なので、新たに田園

環境整備マスタープランを作成していません。旧市町村の田園環

境整備マスタープランは適用されますか？

（答）市町村合併する以前の旧市町村が田園環境整備マスタープランを作成

していれば、旧市町村の田園環境整備マスタープランを適用することが

できます。

（問６）すべての活動を景観法に基づき定められた景観農業振興地域整

備計画の区域又は田園環境整備マスタープランに基づき設定され

た環境創造区域又は環境配慮区域で行う必要がありますか？

（答）活動に必要な準備や活動の発表など、活動のすべてをこれらの区域内

で行う必要はありません。応募申請された活動の実施地域の概ね１／２

以上を問４で示している地域内で行ってください。（問１９参照）



（問７）面積(活動規模)の要件はありますか？

（答）活動実施地域は問４で示している地域内であれば、面積（活動規模）

の大小は問いません。

（問８）活動の実施地域が農政局の管轄をまたぐ場合は、どの農政局に

応募申請すればよいですか？

（答）個別の活動内容にもよりますので、活動実施地域を管轄するいずれか

の地方農政局に相談してください。

３．助成対象団体

（問９）これから新たに活動をはじめる団体や活動実績がない団体で

も、応募できますか？

（答）応募することができます。公募細則の２の（３）には、応募申請に必

要な書類として、過去２カ年の収支計算書と事業報告書が記載されてい

ますが、過去２カ年の活動実績がない団体についても、設立年以降の事

業報告書等の必要書類により、応募することが出来ます。

４．助成対象経費

（問10）助成金は前払い（概算払い）してもらえますか？

（答）前払いはできません。本事業では、申請した全ての事業完了後に提出

される活動結果報告書により履行確認した後の精算払いとなります。申

請した全ての事業が完了した時は、速やかに活動結果報告書を提出され

ることをお勧めします。



（問11）事業の交付決定以前の活動についても支援してもらえますか？

（答）交付決定以前の活動について、支援することは出来ません。

（問12）助成額の上限は１５０万円ですが、下限額（最低額）はありま

すか？

（答）下限額は設定していません。

（問13）助成金額は申請されたとおりに交付されますか？

（答）申請された金額が、活動に必要なものなのかどうか、また、妥当な積

算により算出されているかどうか審査するため、申請通りにならない場

合もあります。

（問14）事業実施上通年の借地補償は対象になりますか？

（答）当事業は、単年度事業であるため、通年の借地料は助成できません。

公募細則の「助成対象活動に要する経費区分表」の③補償費の項に、

「一時的に必要となる仮設的用地の借地料」とありますが、活動期間で

ある、交付決定日（平成２１年７月上旬～中旬を予定）から平成２２年

２月２８日までのものに限ります。



（問15）傷害保険料については助成対象になりますか？

（答） 助成対象になります。ただし、傷害保険料についても、活動期間

（助成金の交付決定日（平成２１年７月上旬～中旬を予定））から平

成２２年２月２８日）のみが対象になります。

（問16）生態系に配慮したため池などを新たに整備するため、用地を調

達したいのですが、買収費は助成対象になりますか？

（答）対象になりません。本事業は、既存の施設等を生かした活動に対して

支援するものであり、活動のために一時的に必要となる仮設的用地の借

料は対象としていますが、新たな用地の取得のための費用は対象になり

ません。

（問17）「平成２１年度公共工事設計労務単価（基準額）」とは何です

か。また、どこで調べることができますか？

（答）「平成２１年度公共工事設計労務単価（基準額）」とは、農林水産省

と国土交通省が、平成２０年１０月に実施した公共事業労務費調査に基

づいて、平成２１年度当初からの公共工事の工事費の積算に用いるため

に決定した労務単価です。詳しくは、国土交通省のホームページを参照

してください。

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo14_hh_000061.html



５．無償労務費

（問18）活動場所へ行くまでの移動時間を無償労務費に計上することは

できますか？

（答）計上できません。無償労務費は、助成対象となる活動にかかるボラン

ティア労務提供に係る費用であるので、移動時間については、無償労務

費には当たりません。

６．手続き等

（問19）国、県、市町村からのほかの助成を受けていても、この事業

の助成を受けることができますか？

（答）他の機関や他の補助事業の助成を受けている活動については助成対象

になりません（二重補助の禁止）。

ただし、本事業で実施する活動の経費と他の助成金で実施する活動の

経費が明確に分離できる（この事業に申請する活動が他の助成の対象と

なっていないことが明らかにできる）場合は、他の機関から助成を受け

ている場合でも、助成の対象となることがあります。

（問20）同一団体が複数の活動について応募することはできますか？

（答）可能です。ただし、活動の裾野を広げるため、より多くの活動団体に

支援したいと考えています。複数応募する団体の２件目以降の採択優先

順位は低くします。



（問21）同一団体が複数応募して採択された場合でも、それぞれの活動

について上限額の１５０万円まで支援の対象になりますか？

（答）それぞれの活動に対して１５０万円を上限とします。

（問22）活動の性格上、活動が複数年必要な場合は継続して実施するこ

とはできますか？

（答）二年目以降も応募申請書の提出が必要です。本事業の事業期間はあく

までも単年度です。毎年、応募申請の手続きを行い審査を受ける必要があ

ります。（応募書類の一部の添付は省略できます）

（問23）履行確認は何を行いますか？

（答）無償労務費や活動に要した経費を中心に活動内容の確認を行います。

事業の完了時に提出していただく活動結果報告書や添付していただく写

真や領収証などにより確認を行います。提出すべき書類や資料（公募細

則 ７．事業の実施報告を参照）を確実に添付してください。履行確認の

際に活動状況が確認できないものは、助成金の減額又は助成金を支払え

ない場合があります。また、必要に応じて現地調査も行います。

（問24）活動結果報告書の写真は、どのようなものを添付すれば良いで

すか？

（答）作業人数やどのような活動を行ったのかがわかるような写真を添付し

てください。無償労務の説明として作業人員（活動参加者）集合写真ま

たは活動状況の写真を添付することとしています。適切な写真がない場

合、無償労務として認められないことがあります。



（問25）申請した活動が活動期間内に完了しませんでした。活動期間後

（平成２２年３月以降）に活動を行いましたが支援を受けられま

すか？

（答）活動期間外の活動は支援の対象になりません。本事業の活動期間は平

成２２年２月２８日迄です。

また、本事業では、平成２２年３月３日までに提出していただく活動

結果報告書により履行確認を行い、補助金を交付します。このため、履

行確認の際に活動状況が確認できないものは支援対象になりませんので

注意してください。


